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近年，地域づくりの観点から，沿道施設や公共交通機関等と連携した公共空間としての道路空間の機能

向上が求められている．各地域において目指すべき目標・ビジョンは異なるため，道路空間再編には正し

い唯一解が存在せず，単に他地域の事例を真似るだけでは地域づくりにはつながらない． 
そのため，地域特有の課題を踏まえ，道路空間再編に取り組むことが重要であるが，地域特有の課題以

外にも道路空間再編を実施する上で共通の課題も存在する．これらの課題を体系的に整理された研究は少

ない． 
以上を踏まえ，本論文では，設計者として国内各地域における道路空間再編プロジェクトに従事した経

験を通じて見えてきた課題を体系的に整理する．その上で，道路管理者・交通管理者・地元住民等の合意

を形成する上での課題，検討体制を構築する上での課題に着目し，今後，都市や地域をよりよくするため

の歩行空間のあり方について課題解決に向けた方向性を整理する． 
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1. はじめに 

 

近年，地域づくりの観点から，沿道施設や公共交通機

関等と連携した公共空間としての道路空間の機能向上が

求められている．各地域において目指すべき目標・ビジ

ョンは異なるため，道路空間再編には正しい唯一解が存

在せず，単に他地域の事例を真似るだけでは地域づくり

にはつながらない．例えば，大阪市，京都市，仙台市，

松山市では，取り組みが成功した要因を表-11)のように

整理している． 

 

表-1 道路空間再編の事例 

路線 取組概要 取組成功の要因 

大阪市 
（御堂筋） 

・側道部分を活用し，

自転車通行空間化する

とともに歩道を拡張 

町会・商店会，地元ま

ちづくり団体からなる

「協議会」の設立 

京都市 
（四条通） 

・歩道を拡幅 
・バス停の集約 
・タクシー乗場の設置 

・地元からの要望 
・行政の体制強化 
・関係者との合意形成 

仙台市 
（青葉通） 

・歩行者滞留空間の確

保 
地元まちづくりの意識

の高まり 

松山市 
（ロープウェ

イ通） 

・車線数の変更 
・スラローム化と沿道

のまちづくり協定締結 

地元の道路整備に対す

る機運の醸成 

 

このように地域特有の課題を踏まえ，道路空間再編に取

り組むことが重要であるが，地域特有の課題以外にも道

路空間再編を実施する上で共通の課題も存在する．これ

らの課題を体系的に整理された研究は少ない． 

以上を踏まえ，本論文では，設計者として国内各地域

における現在計画中の道路空間再編プロジェクトに取り

組む中で，直面している地域特有の課題について，他の

都市のプロジェクトにも共通する道路空間再編を実施す

る上での課題として体系的に整理する．具体的には，道

路管理者・交通管理者・地元住民等の合意を形成をする

際の課題（路線の位置づけの明確化，交通影響の明確化，

荷捌きの確保，交通安全性の確保，使い倒すためのスキ

ーム構築）と検討体制を構築する上での課題（部署横断

的な検討体制の構築，地元関係者等との意見交換の体制

構築）に着目し，今後，都市や地域をよりよくするため

の歩行空間のあり方について課題解決に向けた方向性を

整理する． 

なお，各道路空間再編プロジェクトは現在計画段階で

あるため，具体的な地名等は記載していない． 
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2. 課題の整理 

 

ここでは，筆者がこれまで経験した実務経験を通じて

感じた課題を，道路管理者・交通管理者・地元住民等の

合意を形成する際の課題と検討体制を構築する際の課題

に分けて整理する． 

 

(1) 合意を形成する際の課題 

a) 路線の位置づけの明確化 

A市の道路空間再編では，図-1のような現況幅員W＝

11.0ｍ，2車線道路を対象とし，歩行者のための空間を

拡充するため，歩道幅員を拡幅する計画である．また，

歩行者の多様なアクティビティを創出する空間創出と，

自動車の走行速度抑制のため，車道はスラロームとして

計画している．歩道幅員を可能な限り確保するため，図

-2のように車道幅員は4.0ｍまで縮小し，地元との協議

結果を踏まえ，現況と同様の双方向の交通運用で検討し

ていた． 4ｍの蛇行した車道幅員で，対面通行であるた

め，交通安全性の観点から交通管理者との協議が難航し

た． 

その際に，A市の上位計画において当該路線は，「歩

行者のための道路」と位置づけがされていた．そのため，

自動車の立場では通行しにくい道路として再整備するこ

とで，歩行者空間を整備することが目的であることを提

示し，交通管理者からの合意を得ることができた．この

ように，その路線の位置づけ，自動車，歩行者，自転車，

公共交通など，何を重要視する路線であるのかを明確に

することが重要である． 

 

W=11.0m
7.5
車道

3.5
歩道

 

図-1 再編前の幅員構成（A市） 

 

W=11.0m
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図-2 再編後の幅員構成（A市） 

B市の道路空間再編では，図-3のように現況幅員W＝

15.0ｍ，2車線道路を対象とし，車道空間も含めた道路

全幅を歩行者のための空間とするため，図-4のような歩

行者専用道路とする計画である．当該路線は，計画交通

量が6,000台/日となっているため，道路構造令の基準を

適応すると，第４種第２級（4,000台/日以上10,000台/日未

満）に位置づけられる． 

道路管理者との協議の中で，当該路線は歩行者優先の

道路空間を目指しており，限定した車両（荷捌き目的の

車両）の流入が主となるため，第４種第３級（500台/日

以上4,000台/日未満）として整備する計画とした．この

ように，その路線が歩行者のための路線であると位置づ

けることで，道路の種級区分は柔軟に対応可能である．  

 

W=15.0m
8.0
車道

3.5
歩道

3.5
歩道

 

図-3 再編前の幅員構成（B市） 

 

W=15.0m

 

図-4 再編後の幅員構成（B市） 

 

C市の道路空間再編では，図-5のような現況幅員W＝

30ｍ，6車線道路を対象とし，公共交通優先車線の整備

と歩行者の滞留空間を創出するため，図-6のように車線

を6車線から2車線に減少し，公共交通と歩行者空間を拡

充する計画であった．当該路線は，30,000台/日の交通量

があり，現況においては幹線道路の役割も担っていたが，

当該路線の位置づけを公共交通と歩行者を優先にする路

線であることを明確にすることにより，道路管理者及び

交通管理者との協議の中で，道路空間再編の方針が決ま

った．このように，自動車から公共交通及び歩行者優先

の道路として位置づけることが重要である． 
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図-5 再編前の幅員構成（C市） 
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図-6 再編後の幅員構成（C市） 

 

b) 交通影響の明確化 

A 市の道路空間再編では，現況の交通規制を変更する

ことで協議を進めていた．そのため，当該路線沿線の地

域住民については，迂回が発生することになる．その迂

回の影響度（どれくらいの迂回は発生するのかを明示）

を示し，地元住民と協議することで合意を得ることが可

能となった．このように，道路空間再編によって生じる

交通影響について，明確にすることで，その対策案につ

いて議論することが重要である． 

B 市の道路空間再編では，当該路線を通行していた交

通が他の路線に転換するため，転換先の主要な交差点に

おいて交通処理能力を検証した．また，単路部において

は，混雑度による交通影響について検証した．このよう

に，単路部及び交差点への交通影響について，明確にす

ることが重要である． 

C 市の道路空間再編では，現況６車線の道路を２車線

に再構築するため，自動車交通への影響が懸念された.

そのため，当該路線だけではなく，当該路線に平行する

道路や環状道路も含めた一定の面的なエリアにおける交

通影響を検証した．また，将来の道路整備計画も考慮す

ることで，段階的な整備計画を検討し，交通影響が緩和

するシナリオを作成し，道路管理者及び交通管理者との

協議を実施した．このように，道路空間再編対象路線だ

けではなく，周辺道路も含めた交通影響を明確にするこ

とが重要である． 

c) 荷捌きの確保 

A市の道路空間再編では，先に記載した通り，原則歩

行者優先の道路に再配分するが，沿道土地利用の関係上，

普通自動車（2.5ｍ×１２ｍの車両）が通行する．その

ため，普通自動車が通行可能な交差点形状とする必要が

あった．また，信号交差点については，停止線に停車し

た車両の側方を対向車線に車両が通行可能な幅員を確保

するため，5.0ｍ確保する必要があった．交差点部以外

は先に記載した通り、4.0ｍの車道幅員としているが，

信号交差点部においては幅員を5.0ｍ確保せざる得なか

った．このように，沿道荷捌き車両や信号交差点の有無

により，それに対応した道路構造を検討する必要がある． 

B市の道路空間再編では，沿道商店への荷捌きのため，

1,000台/日以上の荷捌き車両がある．当該路線は，歩行

者専用道路とする計画であるため，これらの荷捌き車両

への対応が必要となった．歩行者専用道路であるため，

沿道荷捌き車両のみ許可車両として対応するには交通量

が多く実現が困難であった．荷捌きの時間帯を変更し，

昼間から夜間への荷捌きの分配，沿道から離れた場所か

らの横持ちでの対応等について検討し，当該路線での荷

捌き車両の対応について地元と協議した．それでも，当

該路線での荷捌きが必要なものについては，交通規制や

交通誘導員の配置などによって，道路管理者及び交通管

理者と協議を進めている．このように，沿道の土地利用

に応じて，地元で現況の荷捌き活動の代替案を検討し，

不便さを共有することが重要である． 

C 市の道路空間再編では，沿道土地利用状況に応じて，

６車線ある車線のうち，１車線は荷捌きのための空間と

して活用されていた．この６車線を２車線に再配分する

ため，現況と同様の荷捌きは確保できない．そのため，

沿道の駐車場での共同荷捌き場としての活用，荷捌きベ

イの設置や荷捌き時間の制限などの対策を検討した．駐

車場を荷捌き場として活用するためには，駐車場の利用

料金を負担する対象者を明確にする必要がある．また，

荷捌きの実態によっては，現況と同様に沿道での荷捌き

活動を強く要望する事業者も存在する．そのような中で，

道路空間再編を実現するためには，関係者で不便さを共

有することが必要不可欠である．  

d) 交通安全性の確保 

A市の道路空間再編では，車道幅員W＝4.0ｍで双方向

通行の蛇行した道路線形で計画している．そのため，自

動車は速度を落として走行することになる．当該路線の

道路空間再編の目的は，歩行者空間の拡充により，広場

のような道路空間を構築することでもある．そのため，

歩車道境界は可能な限り，構造物を設置せず，歩道と車

道はフラットな構造とすることが望まれていた．しかし，

「道路構造令の解説と運用」2)に「歩道等は車道部と物

理的に分離して設ける」と記載されているがゆえに，道

路管理者及び交通管理者との協議の中で，歩車道境界に

は縁石やボラードの設置が必要になった．歩行者の安全

性確保が重要であることは疑う余地はない．しかし，自

動車が快適に高い速度で走行する道路においては，この

歩車道を分離することに違和感はない．当該路線の主役

は歩行者であり，自動車は脇役の道路において，自動車

の快適な走行性は全く不要であり，むしろ，自動車が走

行しにくい道路とすることで自動車交通量を抑制するこ

とが望まれている．このような道路においても，歩道と

車道を分離する必要があるのか疑問である．自動車の走
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行速度を抑制する道路構造（スラローム）を採用してい

るため，安全性確保の方法も歩車道分離の一辺倒では問

題があると強く感じている． 

B市の道路空間再編では，歩行者専用道路とする計画

であるが，一部の区間においては自動車が流入する計画

となっている．そのため，A市の事例と同様に歩車道境

界は段差をつけ，縁石と車両用防護柵によって歩行者の

安全性を確保することを道路管理者及び交通管理者との

協議の中で求められた．一方，地元要望としては，道路

空間を広場のように活用するといった構想があり，歩道

と車道の分離は望んでいなかった．道路管理者，交通管

理者と地元との間で，全く要望が異なっており，歩行者

の安全性を確保しつつ，歩車道境界を分離しない方法が

必要であった． 

C市の道路空間再編では，第１走行車線を公共交通専

用車線とする計画であるため，自転車通行空間の確保が

問題となった．歩車道境界に自転車通行空間を自転車専

用通行帯として整備する計画であり，図-73)のようにバ

スベイ型バス停を整備する場合，バスと自転車動線が交

錯する．歩道幅員に余裕があれば，図-83)のように交通

島として整備することも可能であるがその場合はバス利

用者と自転車動線が交錯する．歩道としての有効幅員を

確保しつつ，バス停部におけるバス利用者の安全性を確

保する必要がある． 
 

 

図-7 バスベイ型バス停を設置する場合 

 

 

図-8 交通島を設置する場合 

 
e) 使い倒すためのスキーム構築 

A市の道路空間再編では，周辺に地域のシンボルとな

る史跡が立地しているものの，現況では歩行者が少なく，

賑わいのない空間となっている．道路空間再編によって

高質な歩行者空間を創出しても，その空間を利用する人

が使いたくなる空間でないと意味がない．そのため，歩

道空間を拡充し，高質な空間を創出するだけではなく，

その空間の使い手の意見をくみ取りながら設計に反映す

ることが重要である． 

B市の道路空間再編では，地元からの要望で歩行者専

用道路になった空間に，地域性を象徴するような施設を

設置する計画であった．しかし，設置した後の維持管理

費用を地元で負担していくことが困難であり，その施設

計画は断念した．また，街路樹の設置に関しても同様の

議論があったが断念した．このように，高質な空間創出

のためには地元の要望を実現することは重要であるが，

そのための資金捻出の仕組みもあわせて構築することが

重要である． 

C市の道路空間再編では，バス停部など歩道幅員が道

路構造令の規定値を確保できない区間があった．バス停

部は，歩行者に加えて，バス利用者の滞留空間も必要と

なるため，十分な歩道幅員を確保することが望ましい．

当該区間においては，沿道が再開発予定地区であったた

め，セットバックした空間と歩道幅員をあわせて，必要

な歩行空間を確保することで協議を進めている．このよ

うに，道路空間再編を進める上では，沿道の土地利用状

況を踏まえ，公共空間と民間の空間を一体的な空間とし

て捉え，その活用方法を検討することが重要である． 

 

(2) 検討体制を構築する際の課題 

a) 部署横断的な検討体制の構築 

A市の道路空間再編では，計画を立案する部署，道路

を整備する部署，整備された道路を管理する部署，沿道

土地利用を検討する部署，A市全体のマスタープランを

策定する部署など多数の関係者が関わっている．そのた

め，多数の部署と連携しながら事業を進める必要がある

が，これには調整事項が多く，労力を費やすことになる．

また，他部署に対して仕事を依頼することを極力さける

傾向があり，部署横断的な検討がなかなか容易ではない

現状がある．そのため，部署横断的な検討がしやすいよ

うな環境構築が重要である．例えば，関係者を一同に集

めたデザイン調整会議などが有効である．この際に重要

なことは，その会議に意思決定者が入っていることであ

る． 

B市の道路空間再編では，A市と同様に関係する部署

間の調整が重要であった．地元の意見を聞きながら計画

を立案する部署，道路計画する部署，道路整備する部署，

道路の維持管理する部署など，複数の行政関係者の合意

形成する体制構築が重要である．また，関係部署に対し

て，当該事業の重要性に関して，共通認識を持つことが

重要である．例えば，「通常の基準では対応できない」

ということではなく，実現するためにはどのような解決

策があるのかを，各関係部署が専門分野を活かしつつ，

知恵を出し合うような機運構築が必要である． 

C市の道路空間再編では，計画を立案する部署，道路

整備する部署，交通政策を検討する部署，C市全体のマ

スタープランを策定する部署，再開発計画を検討する部

署など複数の関係部署の連携が必要であった．各部署と

もに専門分野を有しているため，複数の部署を横断的に

公共交通専用レーン

公共交通専用レーン
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検討する当該プロジェクト専属の部署が必要である．こ

の部署が中心となり，部署横断的な調整・検討を実施し，

関係者の合意を得るような体制構築が重要である．また，

この部署には意思決定権も持たせ，事業の円滑な推進を

実現しやすい環境を構築することが重要である． 

b) 地元関係者等との意見交換の体制構築 

A市の道路空間再編では，道路空間再編後の空間を活

用して賑わい創出のための活用方法を検討している地元

の方との意見交換の場を設けた．これは，整備した空間

をどのような方がどのように利用するのかを検討し，そ

の人々が使いやすいような空間を構築するためである．

そのためには，計画段階において，地元の人々との意見

交換を可能な体制を構築することが重要である． 

B市の道路空間再編では，地元の要望と交通管理者の

意見が分かれた．このように，交通安全性の観点から公

共空間の安全性を所管する交通管理者の立場と，地元と

して公共空間を賑わい創出の空間として活用したいとい

う意見があることは珍しくない．また，公共空間を交通

事業者が利用している場合においては，これらの関係者

とも協議が必要となる．そのため，複数の関係者との意

見交換を実施する体制構築が重要である． 

C市の道路空間再編では，歩行者，公共交通，自転車，

自動車の優先順位で空間再配分を検討していた．荷捌き

している沿道事業者，タクシー事業者，公共交通事業者

には現況と異なる道路空間の使い方が必要となる．その

ため，これらの関係者の意見を聞きながら，事業を進め

ることが重要である． 

 

 

3. 今後の道路空間再編の方向性 

 

ここでは，先の課題を踏まえ，今後の道路空間再編を

実施する際の方向性について整理する． 

 

(1) 上位計画での路線の位置づけの明確化 

道路空間再編を実施する上では，何のための道路空間

再編であるかを強く意識し，その路線の位置づけ，例え

ば，歩行者のための空間といったことを上位計画に明確

に位置づけることが極めて重要である．それによって，

道路空間再編によって生じる様々な問題に対して，各担

当者が解決策を検討する際のよりどころとなる． 

 

(2) 道路構造令の弾力的運用 

現在の「道路構造令」は大正８年に制定され，その後，

昭和３３年，昭和４５年に改訂されているが急速な都市

化とモータリゼーションの進展に対応する形で策定され

ているため，自動車主体の基準となっている．例えば，

歩道の基準についても，自動車が快適に安全に走行する

ための歩道はどうあるべきかといった意味合いが強い．

道路は，自動車が通行する目的だけのものではないにも

関わらず，自動車交通が主体となってしまっている． 

昭和３３年の改訂時には，第１種から第５種までの道路

区分が存在していたが，昭和４５年の改訂によって現在

の第１種～第４種の道路区分となり，第５種道路は廃止

された． 

現行の道路構造令においては，歩行者優先の道路空間

再編を実施する際には第４種道路となることが多い．し

かし，第４種道路の基準も，自動車交通を主体に想定し

た基準であるため，歩行者優先の道路整備をする際には

なじまない．そのため，今，自動車よりも歩行者が重要

視されている道路を整備する際には，第５種道路の基準

を復権することが望まれる．これにより，歩行者優先道

路の設計基準に見合った道路計画が実現可能となる． 

 

(3) 道路ネットワーク整備による面的な交通処理 

道路空間再編を実施し，歩行者優先の道路整備をする

道路に関しては，自動車交通は排除してもよい．ただし，

緊急車両は別途検討が必要である．その場合には，排除

した自動車交通を受け持つ，トラフィック機能を重視し

た周辺道路に転換させることが重要である．そのために，

道路空間再編対象路線の平行路線や環状道路などの整備

により，地域全体で円滑な交通処理を確保する必要があ

る．道路ネットワーク整備により面的な交通処理が可能

であれば、歩行者優先の道路においては，自動車交通は

考慮する必要はなく，各路線の役割分担（歩行者優先な

のか，自動車優先なのか，双方を考慮する必要があるの

か）を明確にし，役割に応じた計画・設計を実施すれば

よい． 

 

(4) 地元関係者による痛み分けのルール策定 

道路空間再編を実施する際に，どこの事例でも必ず問

題になるのは荷捌き対策である．これには対しては，正

しい唯一解が存在せず，地域特有の課題を踏まえ，道路

空間再編に取り組むしかない．各都市の対策として取り

組んでいる共同荷捌き場，荷捌き時間帯の再配分などと

いった現況よりも利便性が低下することを許容し，沿道

の関係者でその利便性低下を共有するようなルール策定

が重要である．道路空間再編により，沿道の関係者にも

メリットがあるため，そのための代償として一定の利便

性低下を関係者で共有する仕組みが必要である． 

 

(5) シェアードスペースの実現 

交通事故は対策を実施すれば，必ず防止できるもので

はなく，その多くの要因は運転者の不注意に起因するも

のである．歩車道境界に車両用防護柵を設置し，自動車

が誤って歩道へ進入するのを防ぐという考え方も理解で

第 60 回土木計画学研究発表会・講演集

 5



 
きるが，これはあくまでも自動車の走行速度を高くたも

つことが前提になっている．歩車道境界を分離し，自動

車の走行速度を維持したまま歩行者の安全性を確保する

といった考え方ではなく，歩車道境界をあいまいにして， 

自動車の走行速度を低下させて、歩行者の安全性を確保

することが必要である． 

この考え方は，自動車交通を優先するような幹線道路

ではなじまないが，道路空間再編により自動車から歩行

者のための空間を創出するような事例では，この考え方

が望ましい．多くの場合，車道部も非日常的には歩行者

空間として活用するようなケースもあり，その際に歩車

道境界に車両用防護柵などがあると，一体的な空間が損

なわれ，多様なアクテビティを創出するような使い方が

難しくなる．今後は，道路構造令の歩車分離の一辺倒の

考え方から脱却し，歩行者中心の道路空間においては、

自動車の走行は認めるものの、徐行程度で走行すること

を前提とし，歩車道境界をあいまいにするような空間整

備が期待される． 

 

(6) 都市再生法人との連携 

道路空間再編によって高質な公共空間が整備された後，

その空間を持続的に活用し，空間の居心地がよくなり，

新しいコンテンツが生まれ育ち，賑わいが創出され地域

の魅力が向上し，まちの価値があがることが必要である．

そのためには，地域のことを最もよく理解している地域

のプレイヤーと連携することが重要である．具体的には，

都市再生法人（都市再生特別措置法に基づき，地域のま

ちづくりを担う法人として，市町村が指定するまちづく

りの新たな担い手として行政の補完的機能を担いうる団

体）との連携が考えられる． 

連携することにより，歩行者天国活用事業，オープン

カフェ，エリマネ広告事業，まちなかの美化清掃活動，

まちなかマルシェ開催支援などが可能となる．このよう

に高質な空間の使い方を，実際にその空間を使う人とつ

くりあげていくことが今後は必要になると考えている． 

 

(7) 部署横断的な専任部署の構築と意思決定権の付与 

道路空間再編は，主に地域づくり，まちづくりのため

に道路という公共空間を自動車から歩行者や公共交通の

空間に再配分する事例が多い．そのため，関係する部署

も道路政策，道路整備，道路管理の道路部署だけではな

く，交通政策，都市計画，市街地整備，まちづくり等関

係する部署が多岐に及ぶ．これら多岐にわたる部署との

調整が必要となるため，相当の労力を要することになる．

また，このように多岐にわたる事業を１つの部署が先導

することも可能であるが，意思決定プロセスが不明確で

あり，調整がうまく行かず，手戻りが多くなる．そのた

め，これらの事業を専任で担当する部署を新設し，その

部署に意思決定権も付与することが重要である．意思決

定賢者は，その自治体の首長となることが望ましいが，

この事業を専任で担当する部署が首長の意見を聞きなが

ら意思決定を実施していく体制構築が重要である． 

 

(8) デザイン調整会議の実施 

 地元関係者の中には，現在の計画に対して様々な意見

を持っている方がいる．その声を真摯に受け止め，計画

に反映できるものは反映し，できないものはできない理

由を説明し，ご理解いただくことが必要である．そのた

めにも，行政担当者，計画・設計者，地元関係者も含め

た意思決定の可能なデザイン調整会議を実施することが

重要である． 

 

 

４. おわりに 

 

本論文では，筆者が設計者として国内各地域における

道路空間再編プロジェクトに従事した経験を通じて見え

てきた課題を，道路管理者・交通管理者・地元住民等の

合意を形成する上での課題，検討体制を構築する上での

課題に着目し，今後，都市や地域をよりよくするための

歩行空間のあり方について課題解決に向けた方向性を整

理した． 

本論文で整理した内容については，一定の課題解決の

方向性が見えている項目と，一般解が見えていない項目

がある．特に荷捌きの確保と交通安全性の確保について

は，正しい唯一解が存在しない．そのため，各地域で工

夫して対応しているものと考えている． 

道路空間再編は，道路空間を自動車中心から歩行者中

心の空間へ再構築し，沿道と路上を一体的に活用して，

人々が集い憩い多様なアクティビティが創出可能な場へ

変革していく取組である．これらの取組によって，地域

は活力が生まれ，持続可能かつ高い国際競争力の実現に

もつながる．国土交通省においても，「全国街路空間再

構築・利活用推進会議」の開催や，「マチミチ現地勉強

会」などを開催し，居心地のよい歩きたくなるような道

路づくりに取り組んでいる．また，ウォーカブルなまち

なかを支えるこれからの時代の道路のあり方を検討する

「ストリートデザイン懇談会」を設置し，付加価値の創

出と地域課題の解決の場となる地域のあり方を議論して

いる． 

このような状況を踏まえ，「ウォーカブル推進都市」

に180都市（2019.3.30時点）が賛同している．今後は，

道路の実務者として，単に自動車の走行する道路を計

画・設計するのではなく，地域の魅力向上につながるよ

うな道路空間を計画・設計に従事していきたいと考えて

いる． 
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